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食料・農業・農村基本計画関係資料 
（H27.3.17　第52回食料・農業・農村審議会企画部会資料）
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平成２５年度（基準年度） 平成３７年度（目標年度）

法
定
目
標

供給熱量ベースの
総合食料自給率

生産額ベースの
総合食料自給率

飼料自給率

農地面積 454万ha （平成26年 452万ha） 440万ha

延べ作付面積 417万ha 443万ha

耕地利用率 92％ 101％

1人・1日当たり国産供給熱量（939kcal）
1人・1日当たり総供給熱量(2,424kcal）

食料の国内生産額（9兆8,567億円）
食料の国内消費仕向額（15兆1,200億円）

純国内産飼料生産量（616万TDNﾄﾝ）
飼料需要量（2,380万TDNﾄﾝ）

1人・1日当たり国産供給熱量（1,040kcal）
1人・1日当たり総供給熱量(2,313kcal）

食料の国内生産額（10兆4,422億円）
食料の国内消費仕向額（14兆3,953億円）

純国内産飼料生産量（889万TDNﾄﾝ）
飼料需要量（2,243万TDNﾄﾝ）

39％

65％

45％

73％

40％26％

○ 次期基本計画における食料自給率目標については、現行基本計画における食料自給率目標の検証結果
を踏まえ、計画期間内における実現可能性を考慮して設定。

平成２０年度（基準年度） 平成３２年度（目標年度）

法
定
目
標

供給熱量ベースの
総合食料自給率

生産額ベースの
総合食料自給率

飼料自給率

1人・1日当たり国産供給熱量（1,012kcal）
1人・1日当たり総供給熱量(2,473kcal）

食料の国内生産額（9兆9,846億円）
食料の国内消費仕向額（15兆2,713億円）

純国内産飼料生産量（651万TDNﾄﾝ）
飼料需要量（2,486万TDNﾄﾝ）

1人・1日当たり国産供給熱量（1,231kcal）
1人・1日当たり総供給熱量(2,461kcal）

食料の国内生産額（10兆5,034億円）
食料の国内消費仕向額（15兆1,016億円）

純国内産飼料生産量（840万TDNﾄﾝ）
飼料需要量（2,187万TDNﾄﾝ）

41％

65％

50％

70％

38％26％

（参考）平成22年基本計画

次期基本計画における食料自給率目標等食料自給率目標

３

　　　　　　　　



品目

食料消費の見通し
生産努力目標
（万トン）

克服すべき課題

１人・１年当たり
消費量（kg/人・年）

国内消費仕向量
（万トン）

平成
２５
年度

平成
３７
年度

平成
２５
年度

平成
３７
年度

平成
２５
年度

平成
３７
年度

米
米粉用米、
飼料用米を

除く

57 53 857 761 859 752
〇 食の簡便化志向、健康志向等の消費者ニーズや外食・中食等のニーズへの対応
○ 行政による生産数量目標の配分に頼らない需要に応じた生産
○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、資材費の低減等による生産コストの低減

米粉用米 0.1 0.7 2.0 10 2.0 10

○ 最終製品価格を押し上げている製粉コストの低減や新たな米粉製品の開発
○ 米粉の特性、メリット、新製品等の情報の十分な伝達
○ 多収性専用品種の導入や地域条件に応じた栽培技術の確立等を通じた収量向上
○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、資材費の低減等による生産コストの低減

飼料用米 - - 11 110 11 110

○ 実需者ニーズに応じた安定生産と畜産経営における利用拡大
○ 多収性専用品種の導入や地域条件に応じた栽培技術の確立等を通じた収量向上

○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、飼料原料用としての生産管理手法の導入、資材費
の低減等による生産コストの低減

○ 飼料原料用としての供給・利用体制の整備による流通コストの低減

小麦 33 32 699 611 81 95

○ 国内産小麦の需要拡大に向けた産地形成やブランド化
○ 実需者ニーズに対応した生産・流通体制の確立
○ 新品種・新技術の開発・導入、輪作体系の最適化、排水対策等による収量・品質の高位安定化

○ 農地の集積・集約化、経営規模の拡大に対応した省力化に資する技術の開発・導入等による生産
コストの低減

大麦・
はだか麦

0.3 0.2 208 213 18 22

○ 外国産大麦が多く用いられている焼酎用等の国内産麦の需要拡大
○ 実需者ニーズに対応した生産・流通体制の確立
○ 新品種・新技術の開発・導入、輪作体系の最適化、排水対策等による収量・品質の高位安定化

○ 農地の集積・集約化、経営規模の拡大に対応した省力化に資する技術の開発・導入等による生産
コストの低減

大豆 6.1 6.0 301 272 20 32

○ 国産原料を使用した大豆製品の需要拡大
○ 実需者ニーズに対応した生産の推進と加工原料としての供給体制の確立
○ 新品種・新技術の開発・導入、輪作体系の最適化、排水対策等による収量・品質の高位安定化
○ 農地の集積・集約化、規模拡大に対応した省力化に資する品種・技術の開発・導入等による生産
コストの低減 ５

平成３７年度における食料消費の見通し及び生産努力目標②食料自給率目標

　　　　　　　　



食料自給力指標の姿①食料自給力指標
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クラシック

主要穀物

野菜大豆

国産熱量

農産物について現在の農地で
作付けする場合

（単位：kcal/人・日）

【平成25年度（試算値）】

１人・１日当たり
供給熱量（実績値）

（2,424kcal）（供給ベース）

67872
939

1031,339

1,441
53    1,495

水産物農産物（きのこ類を含む）

1031,699

1,802
53  1,855

1032,258

2,361
101 2,462

1032,550

2,653
101    2,754

○国産熱量の実績値（食料自
給率の分子：供給ベース）

パターンＡ：栄養バランスを一
定程度考慮して、主要穀物
（米、小麦、大豆）を中心に熱
量効率を最大化して作付け
する場合

パターンＢ：主要穀物（米、小麦、
大豆）を中心に熱量効率を最
大化して作付けする場合（栄
養バランスは考慮しない）

パターンＣ：栄養バランスを一
定程度考慮して、いも類を中
心に熱量効率を最大化して
作付けする場合

パターンＤ：いも類を中心に熱
量効率を最大化して作付け
する場合（栄養バランスは考
慮しない）

注１：１人・１日当たり推定エネルギー必要量とは、「比較的に短期間の場合には、『そのときの体重を保つ（増加も減少もしない）ために適当なエネルギー』」の推定値をいう。
注２：荒廃農地面積については、統計値の公表が毎年12月頃になるため、計算年度の前年度のデータを使用。

農産物について再生利用可能な

荒廃農地においても作付けする場合（注２）

１人・１日当たり

推定エネルギー必要量（注１）

（2,147kcal）（摂取ベース）

12

　　　　　　　　




